
市街化調整区域の土地利用規制緩和  

豊かな自然と農水産物を活かした集客ビジネスを農山漁村地域で 

福岡市では，人口減少や高齢化などの課題を抱える市街化調整区域の活性化を図るため，地域を指定

したうえで，地域住民の合意のもと，農林水産業や観光業など，地域産業の振興に寄与する建築物の立地

が可能となる規制緩和を行います。 

市街化調整区域は，自然や農地を保全するため，居住者の生活利便施設や生産者が行う店舗等以外は

建築できないなどの規制がありますが，福岡市開発審査会附議基準の改正により，新たに，生産者以外

が営む施設や観光客を対象とした施設などの建築が可能になります。 

【制度の概要】 平成28年６月８日から運用開始 

１ 指定地域（８校区） （農用地区域等は除く） 

２ 新たに立地可能となる建築物 

※原則として，新たな公共施設等の整備を伴わない，敷地規模1,000㎡以下，延べ面積500㎡以下の建築物が対象

（ただし，必要と認める場合はこの限りでない。）

３ 立地までの流れ 

 

※民間の自由な発想による取組みを促す観点から，市が事前に場所や用途を定めず，目的に適合する建築物を個別

に審査・許可するしくみとする。

農林水産物，歴史・文化資源，自然景観などの地域資源を活用し，地域の農林水産業や観光

などの産業振興に寄与する 

・レストラン，カフェ，直売所

・休憩・宿泊施設，体験・交流施設

・観光案内所，土産物屋 等 

【指定地域の考え方】 

・農林水産業が主たる産業の地域（農業振興地域または漁業地区）

・人口減少が顕著，または少子･高齢化や一次産業の担い手不足が深刻化している地域

・校区の大半が市街化区域と近接していない校区
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【お問い合わせ先】 

○規制緩和の目的・趣旨，しくみ等

総務企画局企画調整部

担当：児玉，大塚

Tel 711-4863  FAX 733-5582 

○規制緩和の内容，市街化調整区域の考え方，事業者からの相談等

住宅都市局建築指導部開発・建築調整課

担当：大庭，中野

Tel 711-4587･4588　FAX 733-5584 
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開発審査会附議基準改正の概要 

１．⽬的 
市街化調整区域の活性化のため，農林⽔産業や観光など地域産業の振興に寄与する建築物

の⽴地が可能となるよう制度改正を⾏う。 

２．改正の概要 
（1）指定地域（８地域）

東 区：志賀島，勝⾺
早良区：脇⼭，内野，曲渕
⻄ 区：北崎，今津，能古
の各⼩学校区
※開発不適地などの要件（都市計画法第３３条第１項第８号等）については，今回の改正

には含まれていないため，従来通りです（緩和されていません）。

（2）福岡市開発審査会附議基準の⼀部改正（附議基準第１の 20）
【改正の考え⽅】

・指定地域以外の市街化調整区域については，現⾏どおりの取扱いとする
※現在の指導内容を明⽂化
→ 20-1 号に改正

・指定地域においては，地域産業の振興の観点から必要と認められる建築物を幅広く許容す
るためのしくみづくりを⾏い，⺠間の⾃由な発想と活⼒を導⼊する
→ 20-2 号の制定

【20-2 号の制定（抜粋）】 
「福岡市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」に基づき⾏われるもので，農林⽔産業や観光

など地域産業の振興の観点から必要であると認められる建築物で，次の全てに該当するもの 

・地域産業の振興の観点からの必要性が市の担当部局から認められること
・地域住⺠等による合意形成がなされていると認められること
・下記に記載の指定地域（８校区）において⾏われるもの
・新たな公共施設等（給⽔施設を含む）の整備を伴わないこと
・敷地規模 1,000 ㎡以下，延べ⾯積 500 ㎡以下であること（ただし，必要であると市の地

域産業の担当部局が認める場合はこの限りでない） 
・開発許可に準じた接道要件を満たすこと（建築物の⽤途を変更する場合においても同様）

なお，建築物を賃貸し使⽤する場合においては，所有者・賃貸者の両者（使⽤⽤途含）に
属⼈性を設定する（所有者・賃貸者，建物⽤途の変更の際は，再度開発許可が必要）。



（3）審査のしくみ
⺠間の⾃由な発想による取組みを促す観点から，事前に⽤途を定めず，⽬的に適合する建

築物を個別に審査・許可するしくみとする。 
※開発審査会附議基準による個別許可を適切に実施するため，庁内に「⽴地調整会議」

を設置し，⽴地の必要性等に関して個別に事業内容を審査したうえで，開発審査会へ
附議する。
また，これについて年１回進捗管理を⾏うとともに，３年程度運⽤後，事業の検証を⾏う。 

【審査の流れ】 【審査事項】 

（4）問い合わせ先
○規制緩和の内容（開発審査会附議基準の改正），市街化調整区域の考え⽅，開発許可に関する相談等

住宅都市局 建築指導部 開発・建築調整課  Tel 711-4587･4588　FAX 733-5584 

○規制緩和の⽬的・趣旨，しくみ，地域産業振興の事業内容に関する照会等
総務企画局 企画調整部  Tel 711-4863   FAX 733-5582 

開発・建築調整課の事前協議 ・規模、形態規制への適合性
・開発許可技術基準への適合性

市⻑が担当部局（主管局）を決定 

事業者から事業計画の相談 

主管局による事業内容の審査 ・地域産業振興への寄与度の審査

庁内組織（調整会議）での審議 ・主管局による審査の妥当性
・地域住⺠との合意状況 等
・附議基準 20-2 への適合性

開発審査会へ附議 

主管局による年 1 回の進捗管理 
3 年後の事業の検証 

開発許可の⼿続きへ 



（5）福岡市開発審査会附議基準 改正箇所本⽂

福岡市開発審査会附議基準（抄） 
第１ 市街化調整区域における開発⾏為・建築等⾏為のうち，周辺の市街化を促進するおそれがなく，

かつ，市街化区域で⾏うことが困難⼜は著しく不適当と認められるもので，次の事項のいずれか
に該当するものは，福岡市開発審査会に附議できるものとする。なお，優良な農地等，優れた⾃
然環境を有する区域，災害の発⽣のおそれがある区域など保全することが適当な区域にあっては，
関係法令の許可⼜は同意を得られる⾒込みがあるものに限る。(根拠法令 都市計画法（以下「法」
という）第 34 条第 10 号ロ及び同法施⾏令第 36 条第１項第３号ホ) 

【１－２〜19 省略】 

20－１ 当該地域に密接に関連するもので，地域の産業振興等に著しく寄与すると認められる建築物
で，市街化区域で開発⾏為等が困難なもの 

当該施設が所在する市街化調整区域で⽣産される農林⽔産物（これらの加⼯品を含む。）を⽣産者
⼜は⽣産者のグループが⾃ら販売する施設など，当該地域に密接に関連し，かつ，当該地域の農林⽔
産業の振興に著しく寄与すると認められる建築物で，市街化区域で開発⾏為等を⾏うことが困難なも
の。 

20－２ 地域コミュニティの維持等が課題となっている農⼭漁村地域で，地域産業の振興の観点から
必要であり，地域住⺠等による合意形成がなされていると認められる建築物 

地域コミュニティの維持・活性化が課題となっている農⼭漁村地域のうち，市の担当部局が「福岡
市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略（平成 27 年 10 ⽉）」（以下「総合戦略」という。）に基づいて，
農林⽔産業や観光など地域産業の振興の観点から必要であり，地域住⺠等による合意形成がなされて
いると認める建築物で，かつ， 次の事項のすべてに該当するもの。 

なお，本項の適⽤に限り，建築物を賃貸借することができるものとする。ただし，この場合におい
ては，許可の申請は建築物の所有者及び賃借⼈の連名で⾏われ，かつ，許可に係る建築物は，次の事
項のすべてに該当するものであることを要する。 

また，建築物の所有者，若しくは賃借⼈⼜は建築物の⽤途のいずれかに変更がある場合においては，
再度許可を要するものとする。 

(1) ⺠間活⼒の導⼊などにより，優先して活性化に取り組む地域として，市の担当部局が総合戦略
に基づいて，指定した地域において⾏われること。
ただし，建築物及びその敷地の⼀部が指定した地域外にわたる場合など，市の担当部局が必要で

あると認める場合は，この限りでない。 
(2) 予定建築物の⽴地に当たって，新たな公共施設（給⽔施設を含む。以下「公共施設等」という。）

の整備を伴わないこと。
ただし，予定建築物の⽴地が地域の産業振興に特に寄与するため，公共施設等の整備が必要であ

ると，市の担当部局が認める場合は，この限りでない。 
(3) 予定建築物に係る敷地規模は 1,000 ㎡以下であり，かつ，予定建築物の延べ⾯積は 500 ㎡以下

であること。
ただし，予定建築物の⽴地が地域の産業振興に特に寄与し，当該事業を実施する上で適切な規模

及び内容であり，かつ，周辺の市街化を促進するおそれがないと，市の担当部局が認めるものにつ
いては，これを超えることができる。 
(4) 建築物の⽤途を変更する場合においては，予定建築物の敷地が幅員４ｍ以上の道路に接してお

り，かつ，当該道路が開発区域（法第４３条に基づく許可にあたっては，当該許可に係る区域）
外の幅員９ｍ以上の道路に接続していること。

※ 内が改正箇所です。



金武小学校区

元岡小学校区

今宿小学校区

入部小学校区

周船寺小学校区

早良小学校区

壱岐南小学校区

四箇田小学校区

脇山小学校区

内野小学校区

北崎小学校区

曲渕小学校区

今津小学校区

志賀島小学校区

勝馬小学校区

能古小学校区

指定地域

指定地域外の市街化調整区域

市街化区域

凡例

開発審査会附議基準第１　２０－２　指定地域図
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